
1 

 

令和５年度福岡県精神保健福祉審議会 議事録 

 

日 時：令和６年２月１５日（木）13:00～13:50 （Ｗｅｂ開催） 

 

出席者：川嵜委員（会長）、池崎委員、今村委員、白石委員、堤委員、冨松委員、中園委員、 

原田委員、堀委員 

 

会議の内容： 

１ 開会 

 

２ 事務局挨拶（保健医療介護部健康増進課こころの健康づくり推進室長） 

 

３ 議事 

（１）精神保健福祉関連事業の実施状況について 

  資料１～８により、事務局から説明。 

 

○堤委員 3 点質問させてください。一つは、資料 1の 5ページに、見守り体制の構築の説明が

ありましたけれども、実は令和 6年度からの精神科病院の入院基本料の算定要件の中に、いわ

ゆるＡＣＰ、アドバンスケアプランニングといわれる人生会議が加わりました。これは別に亡

くなる前だけではなくて、これからの人生プランを立てるという意味では、ここの処遇プラン

とか、そういった今後の見通しについての方針を立てないといけないという風になっていると

思います。そういうことについて、何か行政の方で、情報があったら教えていただきたいのが

1点。 

それから、飲酒に関わる受診義務履行率の問題ですけれども、これについては、困難な理由

があれば、幾つか事例を教えていただきたい。 

最後に、この能登地方の災害について、ＪＭＡＴのことはよく把握していますが、ＤＰＡＴ

について、具体的にどういう活動されていたのか、教えていただければ幸いです。 

○事務局 一つ目に関して、申し訳ありませんが、情報を把握しておらず、ここでお答えができ

ません。今後、いろいろ教えていただければと思っております。 

飲酒運転条例に基づく受診のことについて、お尋ねがございました受診が困難な理由という

ことで、1回目と 2回目とで少し違いますが、1回目の方は、お問い合わせがある中で多いの

が、住民票は県内に置いているけれども、現在、仕事で県外に行っているため、なかなかすぐ

に受診に行けないというような方です。それから、2回目の違反者に関しては、平日にどうし

ても受診ができないというお問い合わせが結構ありまして、できるだけ時間を見つけて受診し

てくださいという風に言っております。 

なお、ここにも書いておりますけれども、受診費用にかかる半分は助成をするようにしてお

りまして、今年も 40 名ぐらい申請があっていますので、そういうところで取組を強化してい

るところになります。 

○堤委員 2 回目の場合は、勧奨ではなくて義務になっているはずですので、そこら辺がなかな

か理解を得られないのかなと思いますけど、よろしくお願いします。 

○事務局 三つ目のＤＰＡＴについてお答えします。まだ、すべての病院から報告書の提出があ

っているわけではないので、一部の報告書の内容になりますが、一つは、現地のＤＰＡＴの本

部での活動が多かったように思われます。 

あとは、現場にも行ったという隊もいたのですが、患者さんの心のケアをやっているといっ

た報告があっております。 

○堤委員 実はご存知の先生方も多いかと思いますけれども、やはり災害が起こった後、家が壊

れる、診療所も潰れるというような状況で、失望感というかそういうのが蔓延している状況で



2 

 

の役割というのは非常に大事だろうと。現地の実際のその先生たちも、寄り添うことに注力し

て欲しいというようなお話が、昨日の日本医師会の全体の災害対策本部の会議でもありました

が、そういう意味でＤＰＡＴの役割というのは非常に大事ではないかと思います。 

○事務局 今のご質問に対して、2点ほど補足をさせていただきたいと思います。まずアルコー

ルの関係の義務の履行率ですが、堤委員がおっしゃった通り、2回目の方については受診命令

という形になりまして、その命令に従わない場合は最終的に過料というところまで条例では規

定しておりますので、そういった過料も最終的にありますよというようなことも、通知文とか

には入れながら受診を促しております。また文書を送るだけではなく、電話等での催告や最終

的には家庭を訪問して、義務の履行を促すといったことを、地道ですがやっているところでご

ざいます。 

それから、ＤＰＡＴにつきましては、隊によっては、障害者福祉施設に行きまして、そこで

入所者の方の声を聞いたり、或いは支援する側の方の事業といいますか、そういったことも聞

いていたりというようなことで活動をしていただいたところでございます。 

○川嵜会長 福岡大学の方からもＤＰＡＴ支援させてもらいましたけれども、その報告を私が受

けた限りでは、被災地の精神科病院に勤務する外来担当の若い医師が地震後から非常に忙しく

なって、体調が悪くなったということで、2週間休養していて、その外来の代わりと、被災地

域の認知症の患者さん、身体合併症の患者さんを被災地の病院から金沢市の被災が割と軽度だ

った病院への移送の手続き、それからあと不眠対応や不安の対応ということで、かなり忙しか

ったという話は聞いております。詳細は、福岡大学病院で報告会等も計画されておりますし、

県の方にもきちんと報告書がいくかと思います。 

○今村委員 質問が 1点と意見要望というのが 1点ございます。最初の資料 1のところでありま

すけども、統計の見方を少し教えていただきたいと思います。最初に出てきます統計に関しま

しては、県全体、北九州市、福岡市の両政令市も入れた数というふうな認識でよろしいかと思

います。他の資料 4もしくは資料 5で統計が出ていますが、これは福岡県が設置しておられる

ひきこもり支援センターは、福岡市も北九州市もありますので、その数がこれに含まれている

のかというのは、保健学統計等の分析をやっている者として、非常に重要なことでありまして、

この部分がどういうふうな方法になっているかというところを聞きたいのが 1点。 

資料 2のところで、障害のある方、地域移行地域定着支援のいろんな事業実施状況の報告が

ございます。どれもそう多い数字が出てきているわけではないでしょうけど、与える影響とい

うのは非常に大きいものだろうというふうに思っています。ましてや自殺対策の部分の「ほっ

とサロン」で居場所づくりであるとか、電話相談等々も非常に重要だろうと思っていますので、

今出ているこの数字だけでのご判断ではなくて、継続性の重要性ということも加味した部分で、

ぜひ次年度以降継続していただきたいということを意見として申し上げたいところです。 

なぜかと言いますと、福岡がどうかはわかりませんが、どうしても予算的なものがこの各議

会の方で削られているという状況も他都道府県ともよく聞く話であります。そうなると事業が

できなくなってしまいます。そうなると一番困られるのは、やはり患者さんだったり障がい者

の方だったりというふうなことでありますので、この部分をぜひ声を大にして意見として言わ

せていただきたいと思っています。以上、質問 1点、意見１点でございます。 

○事務局 資料 1につきましては、一番上は県、両政令市を合わせた数にはなっていますが、福

岡県と北九州市、福岡市とそれぞれ分かれた数字になっております。2番目の資料につきまし

てもそのように、一番上に合計数で、その次に両政令市を除く福岡県、北九州市、福岡市とい

うふうにしております。3番目の精神病床における平均在院日数につきましては、両政令市を

含んだ福岡県すべての数字になっております。4番目の精神疾患を有する総患者数の推移につ

きましても、福岡県の数字は両政令市を含んだところの数字となっております。5番目の精神

保健相談件数は、各保健所で受けた件数と、福岡県の精神保健福祉センターで受けた件数とな

っておりまして、両政令市は除いた数字となっています。 

資料 5のひきこもりの相談件数には、両政令市は含まれておりません。県域のみの相談にな
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ります。 

○今村委員 比較する対象になってきますと、データ的なものは、政令市が入ってくるとややこ

しいのはよくわかりますけども、その辺、各政令市でも精神保健福祉審議会があると思います

ので、その部分というのは、整合性とか、後に出てきます入院者訪問支援事業の県と政令市の

整合性とかいうようなこともまた教えていただければと思いますので、この状況はわかりまし

た。 

○事務局 それではご質問の後にいただいておりましたご意見の関係で、本日ご説明しておりま

す様々な取組につきましては、基本的に来年度も継続できる方向で、現在予算の準備をしてお

りまして、また議会が来週からございますけれども、そちらでご議論いただいてからと考えて

おりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

○川嵜会長 事務局の方から欠席委員からのご意見のご紹介をしていただけるということだと思

いますが、いかがでしょうか。 

○事務局 それでは本日欠席された委員からご意見をいただいておりますので、ここで紹介をさ

せていただきたいと思います。意見は二ついただいております。 

一つ目が保健所の対応についてということで、保健所の取扱いが消極的で、適切に受診がで

きないケースがある。そんな場合に家族が無理して病院に連行して受診させると、家族と本人

との今後の関係性を損ね、本人の将来の生活に影響をしかねない。 

二つ目が、警察官通報についてということで、医療観察法に該当する行為があり、警察対応

となったものの、症状によって、警察官通報により措置対応した場合、措置解除等本人の実情

に変化があるときには、遺漏なく警察へ連絡をすべきである。現状では、捜査機関が本人の実

情がわからないまま、事件処理が遅滞して、場合によっては本人が退院して、地域生活を安定

して送っているときに、医療観察法審判申し立てがなされて、本人の社会復帰を損ねるケース

がある。 

というような意見をいただいております。 

○川嵜会長 これについては事務局の方から、コメントはありますか。 

○事務局 一つ目の保健所の対応につきましては、相談や訪問指導等を行っておりますが、その

患者さんの状況に応じて、適切に対応して参りたいと考えております。 

二つ目の警察官通報につきましては、このようなご意見があったことを、捜査機関等にもお

伝えをしていきたいと考えております。 

 

（２）精神保健福祉法の改正について 

  資料９及び１０により、事務局から説明。 

 

○今村委員 質問しだすと、ものすごくたくさんあって難しいかなと思いますので、端的に。都

道府県と政令市は別枠で今進んでいるのでしょうか。3 者上手くまとまっているのでしょうか。

訪問支援員の養成であったり、委託であったりとか、首長同意の数もそんなには多くはないか

もしれませんけども、徐々にスタートするということですので、その辺の情報を私が持ってい

ないので、今日答えるのは難しいと思いますので、またの機会にどこかで設定してもらえれば

嬉しいなと思いました。 

○川嵜会長 いろいろな提案があって、今村委員のおっしゃるように疑問が山のように湧いてき

ますけど、ここで全部言ってもいいものか皆さん迷われているのではないかと思います。何か

事務局から、その辺を大まかに解決するような回答をいただけたら。 

○事務局 入院者訪問支援事業につきましては、県と両政令市は一応別々にやるように国も言っ

ております。ただ、研修を受けた訪問支援員につきましては、なるべく研修はそれぞれ三者と

もでやる予定にはしていますが、その研修を受けて実際に訪問支援員となられた方については、

３者、県であっても両政令市であっても、どちらでも活用できるようなやり方をしたいとは考

えております。 
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○川嵜会長 おそらく今の発言からすると、研修内容、研修を誰が行うか、研修の時間など、そ

ういった細かいことはまだ決まってないのではないかと思いました。あと研修を受けたい人に

どのように周知して、どういう進め方をしていくか。守秘義務の問題があるから難しいのでは

ないかと少し思いますが、その辺はどうですか。県はどこら辺まで準備が進んでいますか。 

○事務局 現時点ではまだ予算も確定しておりませんので、なかなか動きも取れないような状況

でありまして、どこかに研修の依頼をするというようなところまではできておりません。今後、

早急に体制を整備していくことになると思っております。 

○川嵜会長 一応計画だけはこういうふうにしていくという形で、そのうち法律が変わると、そ

れにしたがって、医療保護入院等々のいろいろ精神保健福祉法の現場では動いていくのだろう

と思いますが、その辺の、いわばソフトウェアといいますか、そこら辺は後からになるという

理解でよろしいですか。 

○事務局 入院者訪問支援事業に関して補足をさせていただきますと、先ほどご説明した通り、

政令市は別にはなりますが、当然県の方でやる場合には両政令市とも情報共有しますし、訪問

支援員の養成に関しましても先ほど申し上げた通り、融通し合うというか、そういったことも

して連携して参りたいと考えているところでございます。いずれにしましても精神保健福祉分

野全般、両政令市と密に連携しないといけない部分も多いと思いますので、そこはしっかり取

り組んで参りたいと考えております。 

○川嵜会長 今回の精神保健福祉法の改正はかなり大きな改正だと思うので、いろんな分野に影

響が出てくるだろうと考えていますし、まだまだ現場の精神保健指定医或いは医療従事者に関

しても、このことについてはまだ周知徹底されてない部分も多くあるかと思っています。こう

いった内容を、先生方の周囲の方々に周知を少しでもご協力いただければありがたいと思って

おります。 

 


